
【2022.2.4】 

 

令和３年度 

 

岩手県生涯学習推進研究発表会 資料 

 

 

 

 

社会教育におけるＩＣＴ活用のあり方に関する研究 

（１年次） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発表者 

岩手県立生涯学習推進センター 

社会教育主事 高橋 啓 

 



1 

 

目     次  

Ⅰ 研究の概要 

１ 研究主題 ------------------------------------------------------------------  2 

２ 研究目的 -------------------------------------------------------------------  2 

３ 年次計画----------------------------------------------------------------------  2 

 

Ⅱ 研究の内容 

１ 教育のICT化と社会教育のICT化政策の動向 

（１）生涯学習審議会答申と情報化政策 ----------------------------------------- 3 

（２）「e-Japan戦略」と生涯学習の推進 ---------------------------------------- 4 

（３）中央教育審議会答申と生涯学習にかかわる情報化政策 ----------------------- 5 

 （４）国家IT戦略と生涯学習の推進 --------------------------------------------- 5 

２ 教育のICT化と社会教育のICT化の実態 --------------------------------------- 8 

（１）学校教育における情報化の実態 ------------------------------------------- 8 

（２）社会教育における情報化の実態 ------------------------------------------- 9 

（３）生涯学習におけるICT活用ニーズ ----------------------------------------- 10 

（４）岩手県の現状 ---------------------------------------------------------- 12 

３ アンケート調査について（１年次） 

 （１）「社会教育におけるICT活用」に関する調査の概要 ------------------------- 15 

（２）アンケート調査結果 ---------------------------------------------------- 15 

（３）分析と考察 ------------------------------------------------------------ 22 

４ １年次のまとめ ---------------------------------------------------------- 24 

 

資料１：アンケート用紙 -------------------------------------------------------- 25 

資料２：ネットワーク利用方法の違いによる情報量の変化 -------------------------- 31 

資料３：オンライン研修の方法 -------------------------------------------------- 35 

資料４：ＯＢＳマニュアル ------------------------------------------------------ 41 

 

 

  



2 

 

Ⅰ 研究の概要 

１ 研究主題 

「社会教育における ICT 活用のあり方に関する研究」 

２ 研究目的 

 現在国の目指す社会の姿として、Society5.0 が提唱されている。Sciety5.0 はサイバー

空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立させる人間中心の社会を目指している。 

近年、生涯学習の中核をなす社会教育の現場においても、パソコンやスマートフォン、

タブレット、PC など様々な ICT 機器を利用した活動が盛んに行われている。国の様々

な政策の中でも ICT の活用が提言され、全国各地で ICT を活用した多種多様な新たな

取組が行われている。 

また、新型コロナウィルス感染症の増加に伴い、これまでにない対応が求められ、社

会教育にも大きな影響を与えている。コロナ禍において、ICT などの新しい技術を活用

した学びの可能性も示されたところである。 

 岩手県は広い県土を持ち、往来に時間を要するという地理的制約があり、各種学習機

会にアクセスすることが困難な場合がある。多様なコンテンツに容易にアクセスするこ

とができ、一人一人のニーズに合わせたコンテンツを提供することができるインターネ

ットを活用することは、本県において学びの機会の充実につながると考える。 

 また、ICT 機器を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差（デジタル・ディ

バイド）の解消も課題となっている。特に高齢者は ICT 活用能力を身に付ける機会が乏

しく、これからの社会で生活していくための情報を得にくくなりつつある。この様な情

報弱者と呼ばれる住民へ ICT 活用について学べる場を提供することは、これからの社会

教育が担っていかなければならない役割でもある。 

 以上のことから、本研究は社会教育における ICT 活用をめぐる政策的動向や ICT 活

用の実態を明らかにし、現在全国各地で進められている社会教育における ICT を活用し

た様々な取り組み事例を調査・検討することで、本県における ICT 活用の方法や可能性

を探っていくことにしたい。 

３ 年次計画 

 本研究は、２か年にわたって行う。 

１年次 

(令和３年度) 

（１）文献・資料により、これまでの ICT と社会教育の関わりの政

策的動向を明らかにし、取り組むべき課題について整理する。 

（２）県内の市町村及び公民館・地区センター等へのアンケート調

査を行い、市町村の社会教育における ICT 活用の実態について

分析・考察を行う。 

２年次 

(令和４年度) 

（１）ICT の活用について技術講習や事業を展開するための手法に

ついて研修を行い、広く活用方法を周知する。 

（２）全国の社会教育現場における ICT 活用の先進的な事例を調査

する。 
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Ⅱ 研究の内容 

１ 教育のICT化と社会教育のICT化政策の動向 

「教育の情報化」については、臨時教育審議会第  1 次答申（昭和 60 年 6 月）におい

てその重要性が指摘されている。国家戦略としても「e-Japan 戦略」「IT 新改革戦略」な

ど、情報通信技術に関する様々な政策が策定された。このような社会の情報化が急速に発展

する中、情報通信技術を最大限活用した 21 世紀にふさわしい学びと学校の創造に取り組ん

でいくことが求められ、平成 23 年に文部科学省は「教育の情報化ビジョン」を取りまとめ

た。この中で、「21 世紀を生きる子どもたちに求められる力」とは、「新しい知識・情

報・技術が政治・経済・文化をはじめとする社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍

的に重要性を増す、知識基盤社会といわれる時代において、必要な情報を主体的に収集・判

断・処理・編集・創造・表現し、発信・伝達できる能力である」とされ、「この力すなわち

情報活用能力を育むことが必要である」としている。 

このような教育の情報化の流れの中で、生涯学習についても教育及び学習の振興を図るこ

とが求められてきた。以下に生涯学習と教育の情報化をめぐる政策的動向のかかわりについ

て取り上げていくことにする。 

 

（１）生涯学習審議会答申と情報化政策 

生涯学習政策においては、平成４年の生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応し

た生涯学習の振興方策について」で、生涯学習の必要性が提唱され、その背景の一つとし

て社会の情報化が挙げられた。同答申では豊かな生涯学習社会を築いていくためには、地

域住民の学習機会を拡大し、学習情報提供サービスの充実を図ることが必要であると述べ

られた。また、その際に人々の学習ニーズに迅速かつ的確に対応できるよう、生涯学習情

報提供システムなどのネットワークを整備することが提言され、生涯学習推進センターや

中央公民館等が学習情報提供の拠点となることが求められた。 

また、平成８年の生涯学習審議会答申「地域における生涯学習機会の充実方策につい

て｣では、コンピュータ、光ファイバー等の高度情報通信網を活用した通信教育の改善充

実、生涯学習関連施設における広域かつ総合的な学習情報ネットワークの構築、情報化に

よる生涯学習関連施設の事業改善、情報提供のマルチメディア化等が求められた。  

平成 10 年の生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政について｣

では、科学技術の高度化・情報化に伴い、社会教育行政の変化の必要性が指摘された。同

答申では、社会教育行政は、多様化・高度化する学習ニーズに対応するため、豊かな学習

機会の確保に努めるとともに、学習情報の提供を行うことを求めている。これに伴い、図

書館サービスの多様化・高度化、ネットワーク型行政の構築、通信教育の情報化、生涯学

習関連施設におけるマルチメディアの活用やコンピュータの整備等が提言された。また、

生涯学習関連施設が情報リテラシーに関する学習機会を提供することで、情報弱者の解消

を図ることを目指すとした。 

平成 11 年の生涯学習審議会答申「学習の成果を幅広く生かす－生涯学習の成果を生か

すための方策について－｣において、新たな情報通信手段を活用した高等教育機関等によ

る学習機会の拡充が求められた。これを受けて、文部省（現文部科学省）は、教育情報衛
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星通信ネットワーク「エル・ネット」を使って、全国の受信施設に大学等の公開講座を放

送する、エル・ネット「オープンカレッジ」事業を開始した。 

平成 12 年の生涯学習審議会答申「新しい情報通信技術を活用した生涯学習の推進方策

について」では、生涯学習における情報通信技術の活用が最重要課題として設定された。

同答申では、家庭への情報通信技術の普及が進む中、生涯学習に関する教材や学習情報が

不足していること、地域住民が情報リテラシーを習得する機会が不足していること、生涯

学習関連施設が情報拠点として十分に活用されていないことが課題として挙げられた。対

策として、生涯学習関連施設のハードウェア、ソフトウェア、情報通信網の整備、人材の

育成、そして情報化の「影」の部分への対応の必要性が指摘された。なかでも、「情報リ

テラシーを身につけるための学習機会や研修体制の整備」が強調され、生涯学習関連施設

における情報リテラシーに関する講座や講習の開設、生涯学習関連施設職員の情報リテラ

シーに関する研修の充実、「社会教育主事講習」における情報リテラシー習得のためのプ

ログラムの導入、地域での情報ボランティア活動の促進等が求められた。また、「衛星通

信」や「インターネット」を活用して、大学等の公開講座を公民館等を通じて広く全国に

提供するシステムの構築が提言された。 

この時期の「情報化」はコンピュータ単体での活用及び人材の育成が課題として取り上

げられた。また、マルチメディアや衛星放送の活用など、当時の情報インフラを利用して

「いつでも、どこでも」の体制づくりをしていた様子が見受けられる。しかし、インター

ネットが社会に急速に普及し始めるとともに、それまでの方針を大幅に変更していかなけ

ればならなくなった。 

（２）「e-Japan戦略」と生涯学習の推進 

平成 13 年に内閣に設置された高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部が最初に発

表した国家 IT 戦略「e-Japan 戦略」（平成 13 年 1 月）では、「すべての国民が情報リテ

ラシーを備え、地理的・身体的・経済的制約等にとらわれず、自由かつ安全に豊富な知識

と情報を交流し得る」ことが目標の第一とされた。これを実現するための推進方策として、

地方の公共機関を結ぶ地域情報インフラ整備、IT を指導する人材の育成（ボランティア

精神に基づく NPO 的な取り組みを支援）等が提言された。 

平成 13 年 3 月には「e-Japan 重点計画－高度情報通信ネットワーク社会の形成に関す

る重点計画－」が発表され、生涯学習の方面では、博物館、図書館等の学習資源をデジタ

ル・アーカイブ化に関する研究開発、IT 学習機会の提供、図書館、公民館等への情報機

器の整備が求められた。平成 14 年 6 月には「e-Japan 重点計画－2002」が発表され、

「IT 人づくり」の継続、地域住民の IT 学習の支援として、公民館中央館本館（2,199 館）

及び図書館（352 館）に IT サポーターを配置することが提言された。 

「e-Japan 戦略」により基盤整備が進み、平成 15 年 7 月には IT 基盤の活用法に焦点を

当てた「e-Japan 戦略Ⅱ」が発表され、生涯学習では双方向高速ネットワークを実現し、

社会人等が教育を効率的に受けることができる環境の充実が求められた。これは「e-

Japan 重点計画－2003」（平成 15 年 8 月）において、地域住民の IT 利用のサポート、

NPO と連携した地域 IT 学習支援、教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネット）に

よる生涯学習プランニング支援、教育情報ナショナルセンター機能の整備が提言され、後
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の「e-Japan 重点計画－2004」（平成 16 年 6 月）でも継続された。 

 平成 20 年にエル・ネットは、それまでの衛星通信を活用したシステムから、インター

ネットを活用したシステムに移行の後、平成 23 年３月末、教育情報衛星通信ネットワー

ク「エル・ネット」は、運用が停止された。インターネット上での動画配信サイトの普及

により、多彩な動画を「いつでも、どこでも」視聴することが可能になったことで、専用

システムを運用する必要性がなくなってしまったためである。  

 動画配信サイトは誰でも自由に動画を配信することができる。この点はエル・ネットに

はなかった点である。エル・ネットにおいてコンテンツ制作は一部の人間にしかできなか

ったが、動画配信サイトを利用すれば、誰でもコンテンツの制作・配信ができるようにな

ったのである。このことはそれぞれの地域の個々の社会教育施設においても、独自のコン

テンツを作成できる環境が整ったということであり、現在コンテンツを配信する活動を行

っている公民館もある。 

（３）中央教育審議会答申と生涯学習にかかわる情報化政策 

「今後の生涯学習の振興方策について」（平成 16 年 3 月）において、「生涯学習を振

興していく上で今後重視すべき観点」の中で IT の活用が挙げられた。「時間的・空間的

な制約を超えて、いつでも、どこでも、誰でも学べる生涯学習社会の実現に向けて」IT

の活用を拡充する必要があると指摘された。  

「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」（平成 20 年２月）では、総合

的な「知」が必要とされること、自立した個人の育成や自立したコミュニティ（地域社会）

の形成を目指し、国民一人一人の生涯を通じた学習の支援－国民の「学ぶ意欲」を支える

ことを施策の方向性とした。 

平成 25 年「第 6 期中央教育審議会生涯学習分科会」において、学習機会確保のための

環境整備には、双方向性の特長を有する情報通信技術（ICT）を効果的に活用することが

有効である、との提言がなされ、ここで「ICT」という言葉が使用され、現在に至ってい

る。令和 2 年の第 10 期中央教育審議会生涯学習分科会においても ICT の活用と ICT 機

器を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差（デジタル・ディバイド）の解消の

必要性が改めて提言されている。  

（４）国家IT戦略と生涯学習の推進 

「e-Japan 戦略」に続いて、平成 17 年 2 月には「IT 政策パッケージ－2005」が発表さ

れ、生涯学習では、「誰でもいつでも能力向上を行う機会の提供」のため、ｅラーニング

活用促進のための環境整備が提言された。 

 平成 18 年１月には「IT 新改革戦略」において、少子高齢化社会に対応すべく、高齢者、

障がい者、育児期の親、若年無業者等全ての人が学びたいときに学べる環境づくりの必要

性が指摘された。それを受けた「重点計画―2006」（平成 18 年 7 月）ではその目標を達

成するための具体的方策として、e ラーニング等による能力開発、生涯学習情報コンテン

ツの充実、博物館コンテンツのデジタル・アーカイブ化の推進、ユビキタスラーニング基

盤技術の開発、地域学習コンテンツの配信、図書館の情報化と図書館職員に対する研修等

が提言された。 

 平成 22 年５月には「新たな情報通信技術戦略｣が発表された。同戦略では、国民主権の
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観点から３つの柱と目標が設定されている。そのひとつが「地域の絆の再生」であり、そ

の中の小目標として、｢2020 年までに、情報通信技術を利用した学校教育・生涯学習の環

境を整備すること等により、すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会を実現

する」ことが挙げられている。 

 平成 28 年に政府が策定した「第 5 期科学技術基本計画」のなかで Society5.0 が策定さ

れた。 Society5.0 とは、「これまで社会は、狩猟社会（ Society1.0）、農耕社会

（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）と進化・発展してき

た」とされ、これからの社会は「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）

を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心

の社会」と定義された。Society5.0 の社会は IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボ

ットの４つの技術が発展していく社会であり、その中で人の活動に大きな変化がもたらさ

れることになる、とされている。教育分野についても Society5.0 時代にむけて、「予測

できない変化を前向きに受け止め、主体的に向き合い・関わり合い、自らの可能性を発揮

し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となるための力を子どもたちに育む」ことが学習

指導要領改訂の方向性とされ、平成 29・30・31 年改訂学習指導要領に「情報活用能力の

育成」、「学校における ICT 環境整備と ICT を活用した学習活動」が盛り込まれること

となった。 

 

 ここまで見てきたように、「社会教育の情報化」は、その時々の先端の技術を取り入れ、

「いつでも、どこでも」全ての人が学びたいときに学べる環境づくりを目指してきたことが

わかる。 

これからの社会教育の情報化において中核となるキーワードが「ICT」なのである。 

 

【用語解説】 

ICT：「Information and Communication Technology」（情報通信技術）の略で、情報技術を

活用しコミュニケーションを行うことをいう。IT（Information Technology）という言葉が

先に用いられるようになっていたが、さらにネットワーク通信による情報や知識の共有の重

要性を強調し、情報通信技術の活用方法を示す言葉として使われるようになった。  

IT：「Information Technology」（情報技術）の略で、ハードウェアとソフトウェアの技術を指

す言葉として使われる。 

IoT：「Internet of Things」さまざまな物がインターネットでつながることを指す。スマートフ

ォンや PC だけではなく、テレビなどの家電製品などがインターネットにつながる仕組みがで

てきたことから使われるようになった。 

ユビキタス：インターネットなどの情報ネットワークに、空間・時間を問わずアクセスが可能

な環境や社会をいう語。もともとはコンピュータやネットワークなどの遍在をあらわす意味

合いで用いられ、さらにはそれらが当たり前になった社会を指す「ユビキタス社会」などの

意味で用いられるようになった。  

リテラシー：もとは読み書きの能力のこと。転じて現在は何らかのものを適切に理解・解釈し、

改めて表現する、という意味でつかわれる。「活用能力」という意味もある。 
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２ 教育の ICT 化と社会教育の ICT 化の実態 

 ここまでは、情報化（ICT 化）についての国の施策と生涯学習とのかかわりを見てきた。

ここからは、学校教育と社会教育のそれぞれにおいて、ICT 化についての実態把握と、社

会教育に求められる課題を確認していきたい。 

 

（１）学校教育における情報化の実態 

 平成 23 年 4 月に「教育の情報化ビジョン」が公表された。この中で、21 世紀を生きる子

どもたちに求められる力として、「生きる力」の育成がますます重要となっていくとされ、

その中で情報活用能力を育むことは、「必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創

造・表現し、発信・伝達できる能力等を育むことである」とされた。また、「基礎的・基本

的な知識・技能の確実な定着とともに、知識・技能を活用して行う言語活動の基盤となるも

のであり、『生きる力』に資するものである」と位置付けた。 

 情報活用能力の育成を図るための具体的な内容として、  

ア 情報活用の実践力 

課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて、必要な情報を主体的

に収集・判断・処理・編集・創造・表現し、受け手の状況などを踏まえて発信・伝達

できる能力 

イ 情報の科学的な理解 

情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と、情報を適切に扱い、自らの情報活

用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解  

ウ 情報社会に参画する態度 

社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し、

情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望ましい情報社会の創造に参

画しようとする態度 

の３つの観点が重要とされた。また、学校教育での情報通信技術の活用のための施設設備を

整備することが求められた。デジタル教科書・教材を整備することにより、動画など子ども

たちの興味関心を引く教材を使用して学んだり、デジタルコンテンツ等を活用することによ

り、疑問について深く調べたり、自分に合った進度で学んだり、一人一人の理解やつまずき

の状況に対応した課題に沿って学びを進めたりすることができる環境を整えることが求めら

れた。さらには、全ての学校で１人１台の情報端末・デジタル機器を活用できる環境として、

インターネットを十分に活用できる環境を高いセキュリティを確保した形で構築する必要性

が求められた。 

 平成 28 年 7 月には「教育の情報化加速化プラン」（文部科学省）が策定された。この中

で、2020 年代の「次世代の学校・地域」における ICT 活用のビジョン等の提示がなされ、

児童生徒１人１台の教育用コンピュータ環境の実現を目指し、段階的な整備が示された。  

 令和元年度からの学習指導要領改訂を受け、文部科学省は新たに「GIGA スクール構想」

を立ち上げた。これは「Society5.0 時代に生きる子供たちにとって、社会のあらゆる場所で  

ICT の活用が日常のものとなっている現状から、子供たちが時代の変遷に取り残されない

ようにするため、１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備すること
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で、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正

に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育環境を実現する」、というもの

である。 

 これらの動きの結果として、「令和２年度学校における教育の情報化の実態等に関する調

査結果」（文部科学省）によれば、学校における主な ICT 環境の整備状況は超高速インタ

ーネット接続率（100Mbps 以上）が令和３年３月１日現在で 88.0%、教育用コンピュータ

１台当たりの児童生徒数は全国平均で 1.4 人/台である。なお、岩手県は超高速インターネッ

ト接続率（100Mbps 以上）が 79.0%（全国 31 位）、教育用コンピュータ１台当たりの児童

生徒数は 2.9 人/台（全国 47 位）であった。 

（２）社会教育における情報化の実態 

 「教育の情報化加速化プラン」では、ICT による学校・地域連携として、ICT を活用した

地域づくりの事例の整理・発信が求められている。無線  LAN 環境を整備することにより、

地域の防災拠点としての学校の機能強化を行い、平時は児童生徒の教育に、災害時には地域

住民の避難用に活用可能とすることとしている。また、総務省は公衆無線 LAN 環境整備支

援事業を展開しており、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定さ

れ、災害対応の強化が望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線

LAN（Wi-Fi）環境の整備を推進しており、平時においては、観光関連情報の収集、教育で

の活用を行うとしている。 

 総務省「地域における ICT 利活用の現状に関

する調査研究」（平成 26 年）の教育分野につ

いての地方公共団体アンケートの結果では、現

在運営又は参加・協力している取組として、

「電子黒板・デジタル教科書」（69.5％）、

「デジタルミュージアム等による地域文化振

興 」 （ 20.5 ％ ） 、 「 学 校 間 の 遠 隔 教 育 」

（8.9％）が挙げられている。また、現状との

比較で今後実施する予定又は検討している取組

を見ると、「e ラーニングによる ICT リテラシ

ー向上」（4.9％）が目立つ。 

 一方、社会教育調査（平成 30 年度）によれ

ば、社会教育施設におけるコンピュータの導入

状況について、以下のような結果が出ている。 

区  分 
施
設
数 

計 

① コンピュータの

設置 

② ①のうち利用

者が利用できるコ
ンピュータの設置  

③ ②のうちインタ

ーネットに接続さ
れているコンピュ
ータの設置  

④ ③のうち違

法・有害情報を排
除するための措置
を行っているコン

ピュータの設置  

全   国 24,628 65% 25% 19% 17% 

岩   手 346 74% 27% 20% 18% 

※公民館、公民館類似施設、図書館、博物館、博物館類似施設、青少年教育施設、女性教育施設の合計  

図 地域における ICT 利活用の現状に関する調査
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 ICT 利活用を考えた際、インターネットとの接続は不可欠であるが、社会教育施設に

おけるコンピュータのインターネットへの接続は多くはない。とくに学校教育と比較す

ると、整備が遅れているように見える。ICT 利活用のための環境整備が求められる。 

 

（３）生涯学習における ICT 活用ニーズ 

 ここで、生涯学習に関する調査の結果を紹介したい。平成 30年度「生涯学習について

の世論調査」によれば、「どのような場所や形態で学習をしたことがあるか」という問い

に対して、「インターネット」22.6％という結果が出た（図１）。この結果から ICT 活用に

ついて、その有用性が認識されていると見ることができる。 

 

図１ この１年間の学習の形式 
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 また「これから学習するとすれば、どこから情報収集を行うか」という問いに対しては、

「新聞、雑誌」39.7％、「テレビやラジオ」32.0％、「学校などのウェブサイトや講座情報

の検索サイト」28.1％、「友人・知人や過去の受講者の評判・口コミ」25.4％という結果が

出ている（図２）。このことから、インターネットを通じた情報の収集や学習媒体としての

資料はすでに一般化していることがうかがえる。 

 

 この調査結果からも ICT 活用についての有用性は認識されているとみることができる。

社会教育施設で ICT の活用ができれば、生涯学習活動の内容・方法、主体等に広がりが

出てくるであろう。 

  

図２ 生涯学習の情報をどこから得ているか 
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（４）岩手県の現状 

 岩手県における ICT 活用の動きについて、「いわて県民計画（2019～2028）長期ビジョ

ン」（以下、県民計画）から探ってみたい。 

 県民計画では政策推進の基本方向として、「10 の政策分野の取組方向」を掲げており、

そのうちの「社会基盤」の中で以下のように述べられている。 

① 科学・情報技術を活用できる基盤を強化します 

ウ 医療・介護、教育、農林水産業など、県民の生活に関わる様々な分野において、地

域が抱える課題の解決を図るため、効率的・効果的なツールとして期待されるモノの

インターネット（ IoT）、ビッグデータ、人工知能（AI）などの情報通信技術

（ICT）の利活用を推進します。 

エ 県民の生活や産業経済活動に欠かせない基盤を整えるため、新たな情報通信技術の

動向や地域のニーズを踏まえ、光ファイバーなどの超高速ブロードバンド、第５世代

移動通信システム（5G）などの ICT インフラの整備を促進します。 

（第５章 政策推進の基本方向 ２ 10 の政策分野の取組方向より） 

 現段階での県の弱みとして、 

 岩手県の情報通信基盤は、採算面から通信事業者による整備が進まないことなどによ

り、条件不利地域の整備が遅れています。また、インターネット利用率はここ数年上昇

傾向にありますが、全国的には低位にあります。 

（第２章 岩手は今（現状認識・展望）３ 岩手の変化と展望 〜復興、「強み・チャン

ス」と「弱み・リスク」〜⑨「社会基盤」分野より） 

が挙げられている。総務省「通信利用動向調査」によれば、インターネット利用率は平成

30(2018)年度の調査で岩手県は 69.4%（全国 79.8%）、令和２(2020)年度の調査では 74.1%

（全国 83.4%）となっており、順位で見ると平成 30 年度は 44 位、令和２年度は 45 位であ

った。 

 また、第６章「新しい時代を切り拓くプロジェクト」において、以下のような記載があ

る。 

6 農林水産業高度化推進プロジェクト 

（２）課題と展望 

イ 今後、農林漁業従事者の減少や高齢化が一層進行する中で、岩手県の農林水産業

の持続的な発展を図るためには、次代を担う新規就業者を確保・育成するととも

に、情報通信技術（ICT）やロボット等の最先端技術の積極的な導入により、生産

性の向上や経営の高度化を促進することが必要です。 

（３）内容 

 ① 先端技術の活用等による農業生産性革命の推進  

ウ ゲノム解析技術を最大限に活用した優良種雄牛の造成や、ICT 機器を活用した家

畜飼養管理の省力化などによる、肉用牛・酪農の評価向上と飛躍的な生産性の向

上 

エ スマート農業を超える「全自動農業」による更なる生産活動の省力化・効率化の

実現 
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 ③ 生産技術の高度化や水産資源の造成等による攻めの地域漁業の推進  

ア 情報通信技術（ICT）を活用した漁場予測技術の導入や、漁業就業者への知識・

技術習得の支援などによるスマート漁業の実現  

 ④ 個性が輝く地域資源を活用した農山漁村の活性化  

イ デジタルアーカイブを活用した民俗芸能・食文化等の継承・発展や、ソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス（SNS）を活用した都市農村相互の情報共有、

海外への魅力の発信等を通じた交流活動の促進などによる地域の活性化  

7 健幸（けんこう）づくりプロジェクト 

（３）内容 

 ③ ビッグデータを活用した健康対策の推進 

ア 個人の健康状態や服薬履歴等を本人・家族・保険者等が把握し、日常生活の改善

や健康経営の実践などを行うことにより、健康づくりを推進 

8 学びの改革プロジェクト 

（３）内容 

 ① タブレット等の ICT 機器を活用した学習指導方法の研究・開発等による習熟度

や学習環境等に応じた教育の推進  

ア ICT 機器を活用するために必要なインターネット回線の高速化、Wi-Fi 環境の

整備、学習者用パソコン・タブレット等の整備と、児童生徒が ICT 機器を使いこ

なして学びを深めることにより、モノのインターネット（IoT）、ビッグデータ、

人工知能（AI）などを活用する社会に対応できる能力等の育成  

イ ICT 機器の活用により、家庭や地域と連携しながら児童生徒の習熟度や言語等の

ハンディ、障がいなど一人ひとりの能力や特性に応じ、個別最適化された学びを

実現 

ウ 距離の壁を越えて学習指導を充実させる遠隔教育や、学校の枠を超えて研修機会

を拡大する遠隔研修等の充実 

エ 仮想現実（VR）技術を活用した仮想の理科実験・社会見学・防災訓練など新た

な学びの体験の創出 

以下、地域振興の展開方向として、IT 産業の集積や人工知能（AI）、モノのインターネット

（IoT）などの活用促進により、様々な分野における地域課題の解決や生産性の向上を図るこ

とが盛り込まれている。 

 このように、県民計画において、ICT の活用は全方面にわたっている。社会教育での ICT 活

用についての言及はなされていないが、県民の ICT リテラシーを向上させることが社会教育

の担う現段階での役割なのかもしれない。 

 

【用語解説】 

ブロードバンド：広い周波数帯域を利用した、より高速・大容量な通信回線や通信方式のこと。

超高速ブロードバンドは伝送速度が上りと下りの両方ともに「30M ビット / 秒級以上の回

線」。 

5G：第５世代移動通信システム。別名は第５世代携帯電話など。第４世代携帯電話（4G）ある
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いは 4G LTE の上位に位置づけられる次世代の移動体通信の通信方式の通称。  

スマート農業：情報通信技術（ICT）等を活用して、省力化や収益性の向上などを進めた次世代

農業。 

GIGA スクール構想：学校における高速大容量のネットワーク環境と児童生徒一人ひとりがそれ

ぞれ端末を整備することで、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化

され、資質・能力が一層確実に育成できる教育環境を実現する施策。  
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文部科学省, (平成 30 年度),「社会教育調査」, 

（https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400004&tstat=000001017254&cycle=0&tclass1=0000

01138486&tclass2=000001138488&tclass3=000001138501&stat_infid=000031924582&tclass4val=0） 

岩手県,(令和元年)「いわて県民計画（2019～2028）長期ビジョン」, 

（https://www.pref.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/019/685/010long-term-

vision.pdf） 

総務省,(平成 30 年、令和２年)「通信利用動向調査」,  

（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05a.html） 

文部科学省,（令和元年）「GIGA スクール構想について」 

（https://www.mext.go.jp/a_menu/other/index_0001111.htm） 
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３ アンケート調査について（１年次） 

（１）「社会教育における ICT 活用」に関する調査の概要 

 

調査目的 岩手県の社会教育おける ICT の活用について現状を把握し、今後の ICT 活

用の在り方について探る。 

調 査 日 令和３年９月１日現在 

調査方法 調査票（Excel シート）へ入力 

回 答 数 33 市町村の社会教育関係 462 施設（回答率 97.7％） 

     ※社会教育関係施設：公民館（中央館、地区館、分館）、青少年教育施設、

教育・文化施設、その他社会教育施設 

 

（２）アンケート調査結果 

（質問１～２は市町村担当部局の回答） 

質問１ 社会教育における ICT の活用は必要だと思いますか。 

①必要である 90.9% 

②必要ではない 0.0% 

③わからない 6.1% 

④その他 3.0% 

その他の記入 
・民間も考えられること 

  

質問２ 貴市町村では今後社会教育において ICT の活用を行っていく予定はあります

か。 

①すでに行っている 27.3% 

②将来的に行う予定である 3.0% 

③今後検討していく 60.6% 

④行う予定はない 6.1% 

⑤その他 6.1% 

その他の記入 
・スマートフォンの基本操作、便利機能を体験できるスマートフォン教室（講師は携帯会社）
を出前講座のメニューとし、学びたい要望に応えられる体制をとっている。 
・状況による 

 質問１・２によると各市町村では ICT の活用は必要と考えていることがうかがえる。

その一方で、実際に実施しているのは市町村レベルで１／４程度であることがわかった。  

 

（質問３以降は各施設ごとの回答） 

質問３ 施設に有線ＬＡＮ（Local Area Network）設備はありますか。 

選択肢 全体 市 町村 

①ある（行政ネットワーク用） 37.7% 45.0% 23.8% 

②ある（一般用途向け） 12.6% 17.5% 3.1% 
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③ある（①②の両方） 9.5% 13.9% 1.3% 

④ない 40.5% 23.8% 71.9% 

質問４ 施設に Wi-Fi（無線ＬＡＮ）設備はありますか。  

選択肢 全体 市 町村 

①ある（一般利用者） 24.0% 30.1% 10.6% 

②ある（施設主催事業のみ使用） 5.3% 7.3% 2.5% 

③ある（①②の両方） 23.0% 27.8% 10.0% 

④ない 47.7% 34.8% 76.9% 

 

質問５ 外部ネットワークとはどのような回線で接続されていますか。（複数回答可）  

①ＩＳＤＮ 1.3% 

②ＡＤＳＬ 2.6% 

③光ファイバー接続（一般向け） 36.8% 

④光ファイバー接続（行政ネットワーク） 34.4% 

⑤ＣＡＴＶ 8.4% 

⑥地上波無線 4.1% 

⑦その他 0.2% 

⑧未接続 32.3% 

 

質問６ 接続先は次のどれですか。    

選択肢 全体 市 町村 

①施設から直接民間プロバイダへ接続 40.3% 54.6% 13.1% 

②施設から行政ネットワーク等を経由して接続 30.5% 36.1% 20.0% 

③未接続 34.8% 16.2% 70.0% 

 

 質問３～６で各施設のネットワーク整備状況についての回答を得た。都市部に比べ、周

辺部のネットワーク整備がやや遅れているように見受けられる。動画配信や遠隔研修等

ICT の活用を考える際に必要になるのは、外部のネットワークに接続できる環境である。

質問３により、何らかのネットワークがある施設は６割近くあることがわかる。ただし、

行政ネットワークと回答のあったものの中には、市町村により外部ネットワーク（インタ

ーネット）への接続に制限が設けられている場合があり、動画配信や Web 会議の利用が

規制されていることもあるため、実質活用できるネットワークは質問６の回答①の４割程

度ではないかと思われる。 

 質問３・４の回答から、施設内で Wi-Fi（無線 LAN）により一般利用者がネットワー

クを利用できる施設が多いようである。また質問５の回答から、多くの施設は光回線でイ

ンターネットに接続されていて、高速な通信環境を利用できる状態にあることがわかる。  
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質問７ ICT 機器を活用した生涯学習講座等の実施状況についてお聞きします。次の(1)

～(4)の形態の講座で実施しているものがありますか。 

(1) PC、スマホなど情報機器活用能力獲得のための講座（パソコン教室など）  

(2) オンラインコンテンツの配信（オンデマンド配信）  

(3) Web 会議を使用した講座実施（双方向型）  

(4) ライブ配信（一方通行型） 

①ある 16.7% 

②予定がある 8.0% 

③ない 73.8% 

 

（質問８～12 は質問７において①または②と回答した施設のみ回答、155 施設） 

質問８ 次の(1)～(4)の形態の講座実施状況についてお伺いします。実施している場合は

開始時期もお答えください。 

(1) PC、スマホなど情報機器活用能力獲得のための講座（パソコン教室など）  

①実施している 42.6% 

②実施の予定がある 17.4% 

③実施していない 22.6% 

開始時期 

④平成 22 年度以前 7.1% 

⑤平成 23 年度～ 7.1% 

⑥平成 28 年度～ 15.5% 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 20.0% 

 

(2) オンラインコンテンツの配信（オンデマンド型）  

①実施している 5.8% 

②実施の予定がある 1.9% 

③実施していない 76.1% 

開始時期 

④平成 22 年度以前 0.6% 

⑤平成 23 年度～ 0.6% 

⑥平成 28 年度～ 1.9% 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 5.2% 
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(3) Web 会議を使用した講座実施（双方向型）  

①実施している 12.9% 

②実施の予定がある 7.7% 

③実施していない 64.5% 

開始時期 

④平成 22 年度以前 0.0% 

⑤平成 23 年度～ 0.0% 

⑥平成 28 年度～ 4.5% 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 13.5% 

 

(4)集会型研修のライブ配信（生放送）  

①実施している 11.0% 

②実施の予定がある 3.2% 

③実施していない 70.3% 

開始時期 

④平成 22 年度以前 0.6% 

⑤平成 23 年度～ 0.0% 

⑥平成 28 年度～ 0.0% 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 14.8% 

 質問８の回答から、情報機器活用能力獲得のための講座は以前より開催されていたが、

ネットワークを利用した講座の開始時期は、多くの施設でコロナ禍以降と回答している。

コロナ禍における対応策として、オンライン研修や遠隔講演会などを実施した様子がうか

がえる。 

 

質問９ 行政（他部署）、大学、民間の団体（企業）などと連携して ICT 機器を活用し

た生涯学習講座を実施していますか。実施している場合は連携先もお答えくださ

い。 

選択肢 全体 市 町村 

①実施している 19.4% 19.5% 18.9% 

②実施していない 65.2% 60.2% 81.1% 

連携先（複数回答） 

選択肢 全体 市 町村 

③行政（他部署） 3.9% 4.2% 2.7% 

④大学 0.6% 0.8% 0.0% 

⑤民間の団体（企業） 16.8% 16.9% 16.2% 

⑥その他 0.6% 0.8% 0.0% 

 質問８・９の回答から、多くは遠隔地の講師と Web 会議システムなどを使って接続し

て講演会を実施、という形態が多いと思われる。市と町村での人口規模別の差異はあまり
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見られない。 

質問 10 ICT 機器を活用した生涯学習講座の中で次の対象者に向けた講座を実施してい

ますか。（複数回答可） 

選択肢 全体 市 町村 

①児童・生徒 6.5% 7.6% 2.7% 

②障がい者 0.0% 0.0% 0.0% 

③高齢者 26.5% 26.3% 27.0% 

④特に区別していないが①～③の参加できる講座を

実施している 

17.4% 14.4% 27.0% 

⑤実施していない 40.0% 39.0% 43.2% 

 ③という回答が多いことから、情報弱者対策の講座が行われているのであろう。また、

①についてはメディアの使い方についての講座かと思われる。いずれも、今後とも社会の

情報化に伴い、より一層重要となる対象である。 

 

  



20 

 

質問 11 ICT 機器を活用した生涯学習講座を実施する上で問題となっている（なった）

点、課題となる点は何ですか。３つまでお答えください。  

選択肢 全体 市 町村 

①ネットワーク回線がない（制限がかかっている） 20.6% 16.9% 32.4% 

②ネットワーク回線が遅い 17.4% 9.3% 43.2% 

③機器（パソコンなど）がない 34.8% 32.2% 43.2% 

④機器（パソコンなど）が遅い 4.5% 4.2% 5.4% 

⑤操作技術を持つ人材がいない 33.5% 33.9% 32.4% 

⑥企画できる人材がいない 27.1% 25.4% 32.4% 

⑦対象となる講座がない 7.7% 10.2% 0.0% 

⑧どの講座に活動できるか分からない 10.3% 12.7% 2.7% 

⑨予算がない 9.7% 10.2% 8.1% 

⑩予算要求が難しい 4.5% 5.9% 0.0% 

⑪その他 11.0% 12.7% 5.4% 

その他の記入 
・配信手段がない（アカウントの取得許可など） 
・地区がら農業が盛んで高齢者の方でも就業している方が多く、年中仕事があり受講する方が
望めない。 
・主な受講者（利用者）が高齢者層で、活用できる年代でない 
・北上コンピュータアカデミーの施設や教員を活用して実施出来る 
・需要があるか不明 
・企画したい講座内容に対応してくれる講師を見つけるのが大変 
・回線が安定しない 
・情報セキュリティ上、業務上の LAN を使えず、行政の Wi-Fi は使用時間制限が有り、高齢者
のネット通販入門講座のようなニーズが有るがこたえられていない。 
・講座受講生側の操作技術 
・受講できる人が少ない 
・参加しそうな地域住民がいない 
・講師の選定 
・Wi-Fi の使い勝手が悪い 
・参加者ニーズの多様化に全て応じることが出来ない。 
・パソコン講座に関しては特になし 
・コロナ禍で最低限の機器は整備し、町民等とのリモート会議を一部行った実績はあるが、双
方の機器又はネット環境等による不具合の発生は多少なりある。このため現時点の講座につい
ては対面型の充実性を重視している。また、受講者側（高齢者等）の ICT 活用ニーズの状況、
機器操作スキルの向上、家庭等でのネットワーク（Wi-Fi 等）環境の充実等の課題もある。 

 質問 11 は現在 ICT を活用した講座を実施している施設で、講座を実施する上で問題と

考える点について回答いただいた。「機材がない」、「操作技術を持つ人材がいない」こ

とが大きな問題点となっているようである。回答として多いのは①ネットワークインフラ

の整備、②機器の整備、そして、③人材の確保となっている。  
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質問 12 今後（新型コロナウィルス感染症収束後）も ICT 機器を活用した生涯学習講座

を実施していく予定がありますか。   

①定期的に実施していく 6.5% 

②必要に応じて実施していく 51.0% 

③実施しない 0.6% 

④未定 27.1% 

⑤その他 0.0% 

 質問８の回答から ICT 活用はコロナ対策としての側面が強いように思われたが、今後

については日常的な活用も考えていくということなのだろう。  
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（質問 13 は質問７において③と回答した施設のみ回答、314 施設） 

質問 13 ICT 機器を活用した生涯学習講座を実施していない理由は何ですか。あてはま

るものを３つまでお答えください。   

選択肢 全体 市 町村 

①ネットワーク回線がない（制限がかかっている） 49.4% 27.1% 78.1% 

②ネットワーク回線が遅い 6.7% 4.0% 10.2% 

③機器（パソコンなど）がない 56.1% 47.5% 67.2% 

④機器（パソコンなど）が遅い 0.0% 0.0% 0.0% 

⑤操作技術を持つ人材がいない 24.8% 39.5% 5.8% 

⑥企画できる人材がいない 17.5% 27.1% 5.1% 

⑦対象となる講座がない 23.9% 37.9% 5.8% 

⑧どの講座に活動できるか分からない 10.8% 18.6% 0.7% 

⑨予算がない 16.9% 11.9% 23.4% 

⑩予算要求が難しい 17.8% 4.0% 35.8% 

⑪その他 8.0% 12.4% 2.2% 

その他の記入 
・ニーズがない 
・受講者が活用できる環境とは限らない 
・受講者が ICT を活用できる環境とは限らない 
・講座を開設していない。 
・ICT だけでは本来の意味の生涯学習講座とはならないため 
・受講者の環境整備が必要 
・ICT 機器活用におすすめの講座を知らない 
・現時点で必要性を感じない 
・地域の高齢者は、機器を持っていない。ニーズがない。 
・例えば web 会議を使用した双方向型講座では、双方において通信量・速度など環境が整って
いること、また技術を持つスタッフを複数人ずつ配置することなどが必要と考えられ、それら
をクリアすることが難しいことが理由の一つです。 
・必要としない 
・これまでの講座では必要無く、困ったことも無かったためか、ICT を積極的に活用しようとい
う発想がなかった。 
・利用者等のニーズがあれば検討 
・講座の対象が高齢者なのでオンライン講座では受講者が集まらない。 
・利用する企画がなかった 
・新たに ICT 活用した場合による人的資源の不足。対応するにあたり人材確保と費用を含めた
計画及び予算化が不可欠。財政難と言われる今日、私的な成果はあっても公共的な成果がみら
れないと言う難もある。 
・これから検討していく 
・実施事業の中で生涯学習関係が少ない 
・利用者の大半が高齢者であり、要望が極めて少ない。新規定期利用団体を認めておらず、少
ないニーズが今後更に縮小するものと考えられる。 
・地域からの要望がない 
・対象者が高齢者になることが多いため、講座が対面式になってしまう。 
・生涯学習事業全体の見直しにより、実施を検討中。 
・分館では生涯学習講座を実施していない。 

 質問 13 は質問 11 と内容は同じであるが、こちらは現在 ICT を活用した講座を実施し

ていない施設に回答いただいた。こちらも①ネットワークインフラの整備、②機材の整備

が必要であることがうかがえる。また、「対象となる講座がない」という回答が多いこと

から、今後どのような講座が対象になり得るのか、どうすればそれが可能なのか等が判る

事例（活用事例）を多く提示する必要性がある。  
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（３）分析と考察 

今回の調査で特に把握しておきたかった点は「ネットワーク環境の実態」である。既述の

「社会教育調査」の結果（p.9）にもあるように社会教育施設における利用者が使用できる

コンピュータ（以下、PC）の整備状況は２割と少ないことが判明している。そのために、

本調査は PC 自体が整備されていない状況において、一般利用者が使用することのできるネ

ットワーク環境が整備されているのか、その実態を把握することも目的の一つであった。結

果として、Wi-Fi 環境が５割もの施設で整備が進んでいることが分かった。  

一方で、ネットワーク環境を利用した講座、研修の実施については、ネットワーク環境が

整備されている施設の中で１／４程度であり、活用方法をこれから考えていかなければなら

ない状況にある。また、各施設が抱えている問題として挙げられているのは、ネットワーク

環境の不備（回線がない、遅い）、PC など使用する機材がない、機材を操作できる人材が

いない、どのような企画を作ればよいかわからないといった内容であった。  

以上のことから今後の課題をア ネットワークインフラの整備、イ 機器の整備、ウ 人

材の育成の３点とした。 

ア ネットワークインフラの整備 

 今回の調査で明らかになった点として、前述の PC 整備状況からネットワーク環境の整

備も進んでいないとの予想に反して、全体の約半数もの施設が Wi-Fi によるネットワーク

環境が整備されていたという点である。これは総務省「無線システム普及支援事業費等補

助金（公衆無線  LAN 環境整備支援事業）」の影響もあるのではないかと思われる。こ

の事業は災害時に、必要な情報伝達手段を確保するために、防災拠点等における公衆無線

LAN（Wi-Fi）環境の整備を行うもので、平時においては、観光関連情報の収集、教育で

の活用もできるものとして、設置しているものである。この Wi-Fi を活用して、オンライ

ン研修などの ICT 活用ができる可能性がある。ただし、使用にあたっては安定したネッ

トワーク通信状態であるか、また不安定な場合はどのように対処するか、検証・整備をす

る必要がある。 

イ 機器の整備 

ICT 活用にあたって必要な機器として、PC は必須である。既存の PC を流用可能か、

また新規に導入する必要があるか、その他配信に必要な機材は何か、使用する状況に応じ

て機材を用意する必要がある。各施設ですべてを準備することは困難でも、市町村単位で

整備し必要に応じて貸し出すなど、方法を模索しながら進めていく必要がある。 

ウ 人材の育成 

ICT を活用するにあたってはネットワーク環境や機材の管理・運用など技術面のみなら

ず、ICT を活用した企画の立案できる人材を必要とする。それぞれの人材の育成も重要な

課題である。併せて情報メディアとの付き合い方やデジタル・ディバイド解消に向けた取

り組みについても社会教育の果たす役割がますます重要になっていると受け止める必要が

ある。 
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４ １年次のまとめ 

現在のコロナ禍に対応するため、令和２年、３年にわたり当生涯学習推進センターではオン

ライン研修を実施した。オンデマンド配信、ライブ配信、Web 会議と様々な形態で、時には

参集型研修と複合的に実施するなど、「学びを止めない」ためにはどうすればいいか模索を続

けてきた。その中で重要だったのは安定したネットワーク通信環境であった。普段何気なく使

用しているインターネットであるが、通信状況が不安定になると、ライブ配信が途中で停止し

てしまうなど、トラブルに見舞われることもあり、安定したネットワーク通信環境の確保が不

可欠であると痛感した次第である。今後 ICT の活用が一般的になるにつれ、ますます安定し

た通信環境は必要とされる。また、当センターの場合は年度当初に計画された企画をオンライ

ン研修に変更する必要があった。その場合、どのような内容がオンラインに適していて、どの

ような場合に参集の必要があるのか、その都度判断する必要があった。さらに検証や多様な事

例の収集が必要であると考えている。 

次年度の研究は今年度の調査結果を踏まえ、当センターにて ICT の活用についての研修を

進めるとともに事例調査を進めていきたい。研修については、機材の使用の仕方についての技

術講習としての研修を実施する。研修の内容としては、資料２～４を中心に行っていくことを

考えている。資料２「ネットワーク利用方法の違いによる情報量の変化」は、当センターにお

いて、有線 LAN、無線 LAN（Wi-Fi）、LTE ルータ（ポケット Wi-Fi）の 3 つのインターネ

ット通信環境の違いにより、ライブ配信や Web 会議の使用にどの程度影響が出るのかを検証

したものである。このような検証の手法の伝達を行いたいと考えている。さらに資料３、資料

４のようにオンライン研修でどのようなことができるのか、オンライン研修の方法とそれに伴

い準備する機材、配信のための PC の使い方について、研修を行っていきたい。また、現在全

国の社会教育の現場で行われている ICT を活用した様々な先進的事例を調査していきたい。

可能であれば県内の市町村で ICT を活用した事業を行う際に、当生涯学習推進センターと共

同で企画を立ち上げ、事業を展開していいき、それも事例として取り上げていきたいと考えて

いる。市町村のご協力をお願いしたい。  

 

 

 



資料１：アンケート 

25 

 

アンケート調査依頼時添付書類 

 

【目  的】 

 現在国の目指す社会の姿として、Society5.0 が提唱されています。Sciety 5.0 はサイバ

ー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会を目指しています。また、新型

コロナウイルス感染症に関する対応が発生し、社会教育にも大きな影響を与えている中、

ICT などの新しい技術を活用した学びなど、新たな可能性も示されたところです。 

 その一方で、ICT 機器を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差（ディジタ

ル・ディバイド）の解消も課題となっています。特に高齢者は ICT 活用能力を身に付け

る機会が乏しく、これからの社会で生活していくための情報を得にくくなりつつありま

す。この様な住民への ICT 活用について学べる場を提供することはこれからの社会教育

施設に求められていくと思われます。 

 本調査はこうした状況を踏まえ、岩手県における ICT の活用について現状を把握し、

今後の ICT 活用のあり方について検討することを目的に実施するものです。御協力のほ

どよろしくお願い申し上げます。 

【調査対象】         

岩手県内市町村の生涯学習・社会教育を主管する部局 33 市町村 

※ 回答は、貴市町村の生涯学習・社会教育を主管する部局の職員の方にご記入をお願

いいたします。（所管する公民館・地区センター等の施設ごとの状況もまとめて回答

いただく様式とさせていただいております。） 

【調査期間】         

令和３年９月 10 日（金）～10 月８日（金）      

【報告期限】         

 令和３年 10 月８日（金）までに回答願います。      

【記入の際の留意点】         

 回答は Excel のファイルに入力してください。 

【調査結果】         

 本調査の結果は、岩手県立生涯学習推進センターで集計・分析し、令和３年度末に発行

予定の調査研究報告書の一部に盛り込まれる予定です。なお、御回答いただいた調査内容

については適切に取り扱い、市町村名・個人名等を研究目的以外で使用することはありま

せん。 

【問い合わせ先】         

岩手県立生涯学習推進センター 

〒025-0301 岩手県花巻市北湯口 2-82-13 

生涯学習部 社会教育主事 高橋 啓 
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社会教育におけるＩＣＴ活用の実態調査 

 

 

 

 

 

 

 

回答のしかた 

 

(1) 質問はＡ～Ｃの３つのグループに分かれます。 

(2) Ａの質問５の回答内容により、グループＢ（質問６～10）またはグル

ープＣ（質問 11）のいずれかを回答していただきます。 

(3) 回答は回答シートの該当するセルに”1”（半角）を入力してください。 

(4) 回答が「その他」の場合は具体的な文言を入力してください。欄から

文字がはみ出す場合もそのままでかまいません。列幅は変更しないでく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

岩手県立生涯学習推進センター 
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Ａ 次の質問１～質問５にお答えください。 

 

質問１ 施設に有線ＬＡＮ（Local Area Network）設備はありますか。 

①ある（行政ネットワーク用） ②ある（一般用途向け） ③ある（①②の両方） 

④ない 

 

質問２ 施設に WiFi（無線ＬＡＮ）設備はありますか。 

①ある（一般利用者） ②ある（施設主催事業のみ使用） ③ある（①②の両方）  

④ない 

 

質問３ 外部ネットワークとはどのような回線で接続されていますか。（複数回答可） 

①ＩＳＤＮ 

②ＡＤＳＬ    ③光ファイバー接続（一般向け） 

④光ファイバー接続（行政ネットワーク） 

⑤ＣＡＴＶ    ⑥地上波無線 

⑦その他（           ） ⑧未接続 

 

質問４ 接続先は次のどれですか。 

①施設から直接民間プロバイダへ接続 

②施設から行政ネットワーク等を経由して接続 

③未接続 

 

質問５ ＩＣＴ機器を活用した生涯学習講座等の実施状況についてお聞きします。次の(1)

～(4)の形態の講座で実施しているのものがありますか。 

(1) PC、スマホなど情報機器活用能力獲得のための講座（パソコン教室など） 

(2) オンラインコンテンツの配信（オンデマンド配信） 

(3) Web会議を使用した講座実施（双方向型） 

(4) ライブ配信（一方通行型） 

①ある  ②予定がある  ③ない 

 

 

※ 質問５で、「①ある」または「②予定がある」とお答いただいた場合はＢ（質問６

～質問 10）をご回答ください。 

質問５で「③ない」とお答えいただいた場合はＣ（質問 11）をご回答ください。  



資料１：アンケート 

28 

 

※ Ｂの質問は、Ａ質問５で「①ある」または「②予定がある」とお答えの場合のみご

回答ください） 

 

Ｂ 次の質問６～質問 10にお答えください。 

 

質問６ 次の(1)～(4)の形態の講座実施状況についてお伺いします。実施している場合は

開始時期もお答えください。 

(1) PC、スマホなど情報機器活用能力獲得のための講座（パソコン教室など） 

①実施している  ②実施の予定がある  ③実施していない 

・開始時期 

④平成 22年度以前    ⑤平成 23年度～   ⑥平成 28年度～ 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 

(2) オンラインコンテンツの配信（オンデマンド型） 

①実施している  ②実施の予定がある  ③実施していない 

・開始時期 

④平成 22年度以前    ⑤平成 23年度～   ⑥平成 28年度～ 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 

 (3) Web会議を使用した講座実施（双方向型） 

①実施している  ②実施の予定がある  ③実施していない 

・開始時期 

④平成 22年度以前    ⑤平成 23年度～   ⑥平成 28年度～ 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 

 (4)集会型研修のライブ配信（生放送） 

①実施している  ②実施の予定がある  ③実施していない 

・開始時期 

④平成 22年度以前    ⑤平成 23年度～   ⑥平成 28年度～ 

⑦令和２年度～（コロナ禍以降） 

 

質問７ 行政（他部署）、大学、民間の団体（企業）などと連携してＩＣＴ機器を活用した

生涯学習講座を実施していますか。実施している場合は連携先もお答えください。 

①実施している   ②実施していない 

・連携先（複数回答可） 

③行政（他部署）   ④大学   ⑤民間の団体（企業） 

⑥その他（                      ） 

 

質問８ ＩＣＴ機器を活用した生涯学習講座の中で次の対象者に向けた講座を実施してい

ますか。（複数回答可） 

①児童・生徒   ②障がい者   ③高齢者 

④特に区別していないが①～③の参加できる講座を実施している 

⑤実施していない 
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質問９ ＩＣＴ機器を活用した生涯学習講座を実施する上で問題となっている（なった）

点、課題となる点は何ですか。３つまでお答えください。 

①ネットワーク回線がない（制限がかかっている） 

②ネットワーク回線が遅い  

③機器（パソコンなど）がない 

④機器（パソコンなど）が遅い 

⑤操作技術を持つ人材がいない 

⑥企画できる人材がいない 

⑦対象となる講座がない 

⑧どの講座に活動できるか分からない 

⑨予算がない 

⑩予算要求が難しい 

⑪その他（       ） 

 

質問 10 今後（新型コロナウィルス感染症収束後）もＩＣＴ機器を活用した生涯学習講座

を実施していく予定がありますか。 

①定期的に実施していく ②必要に応じて実施していく 

③実施しない    ④未定 

⑤その他（                  ） 

 

 

Ｂの質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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※ Ｃの質問は、Ａ質問５で「③ない」とお答えの場合のみご回答ください） 

 

Ｃ 次の質問 11にお答えください。 

 

質問 11 ＩＣＴ機器を活用した生涯学習講座を実施していない理由は何ですか。あてはま

るものを３つまでお答えください。 

①ネットワーク回線がない（制限がかかっている） 

②ネットワーク回線が遅い  

③機器（パソコンなど）がない 

④機器（パソコンなど）が遅い 

⑤操作技術を持つ人材がいない 

⑥企画できる人材がいない 

⑦対象となる講座がない 

⑧どの講座に活動できるか分からない 

⑨予算がない 

⑩予算要求が難しい 

⑪その他（       ） 

 

 

 

Ｃの質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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１．目的 

ネットワークの通信速度を検証し、ライブ配信や Web 会議などが正常に動作するための環

境の目安を調べる。 

 

２．使用機材 

（１）生涯学習推進センターのネットワークのしくみ  

 

 

（２）検証に使用した機材  

 
メーカー 型番 製造年 CPU メモリ ストレージ OS 

PC① NEC Lavie NS300/R 2019 Ryzen3 3200U 4GB SSD 250GB Windows10 21H2 

PC② Fijitsu LIFEBOOK A744/M 2015 Core i7 4610M 16GB SSD 500GB Windows10 21H2 

PC③ TOSHIBA dynabook AZ55/CB 2016 Core i7 7500U 16GB SSD 250GB Windows10 21H2 

PC④ NEC Lavie NS700/H 2017 Core i7 7500U 16GB SSD 1000GB Windows10 21H2 

PC⑤ NEC Lavie NS750/D 2016 Core i7 6500U 16GB SSD 250GB Windows10 21H2 

PC⑥ TOSHIBA dynabook RX33/HBY 2017 Core i3 7100U 8GB SSD 250GB Windows10 21H2 

PC⑦ Apple MacBook Air 2015 2015 Core i5 5250U 8GB SSD 250GB Mac OS 10.15.7 

PC⑧ Apple MacBook Pro 2013 2013 Core i7 3740QM 16GB SSD 500GB Mac OS 10.15.7 

PC⑨ Apple MacBook Pro 2018 2018 Core i7 8559U 16GB SSD 1000GB Mac OS 10.15.7 

PC⑩ Panasonic CF-SZ6R 2017 Core i5 7300U 8GB SSD 250GB Windows10 21H2 

※PC①～⑤を送信用とし、PC⑥～⑩を受信用（モニター用）とした。 

ハブ ELECOM EHC-G08MN-HJB、EHC-G05MN-HJB 

キャプチャー装置 ノーブランド 1080 30fps４個、1080 60fps１個 

LTE ルータ I･O DATA UD-LT1/EX 

 

（３）使用ソフト 

・TCP/IP ネットワークモニター TCP Monitor Plus Ver.2.92 

 （https://dns-plus.net/index.html#tcpmon） 

・OBS Studio(64bit) Ver.27.1.3（https://obsproject.com/） 

・Zoom Ver.5.8.4(1736)  
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３．検証実験 

 はじめにライブ配信、Web 会議の際にネットワークを通じてどの程度のデータが送信される

かを検証した。検証は YouTube ライブ配信と Zoom で行った。次に、使用する PC の性能につ

いて調べ、どの程度の PC が使用できるかについて検証した。最後に接続環境の違いにより、

データ通信にどの程度の差が生じるかを有線 LAN、Wi-Fi、LTE ルータの 3 種類について検証

を行った。 

（１）YouTube Live 配信のデータ量検証 

カメラの映像を 5 分配してキャプチャー装置（UVC）で PC に取り込み OBS Studio（以

下 OBS）で YouTube へ配信した。OBS の設定は OBS の「自動構成ウィザード」を使用し

て設定し、ビットレート 10000kbps(10Mbps)、出力解像度 1280×720px、30fps で配信を行

った。TCP Monitor Plus でモニタしたところ、常に 10Mbps 前後でアップロードすること

を確認した。これより、OBS はレート制御は CBR（Constant Bit Rate）であることがわか

る。 

  

カメラ映像                    TCP Monitor Plus 計測の様子 

 

（２）Zoom の送信データ量の検証 

カメラ映像は YouTubeLive の検証と同様に行ったところ、1～3Mbps 程度であった。 

 

（３）YouTube Live 配信時の PC にかかる負荷 

PC①～⑤で OBS を実行した際の CPU 負荷は以下の通りであった。 

PC CPU 負荷（OBS 表示）  CPU 負荷（タスクマネージャー表示）  

PC① 
 

 

PC② 
 

 

PC③ 
 

 

PC④ 
 

 

PC⑤ 
 

 



資料２：ネットワーク利用方法の違いによる情報量の変化 

33 

 

 

OBS の負荷表示に比べてタスクマネージャーの表示が大きいのは、計測時に OBS のほか、

ネットワーク監視のために TCP Monitor Plus と、画面ハードコピー貼付用に Word を起動

していたためである。 

PC①の負荷が大きいのは Ryzen3 に内蔵の GPU によるエンコードを ON にしていると

OBS で配信ができず、CPU のみによるソフトウェアエンコードを行ったためである。PC②

～⑤は Intel の CPU であり、こちらは GPU によるハードウェアエンコードができたため、

CPU への負荷が少なくなっている。 

PC②は 2015 年製の機種であるが、それでも CPU への負荷は非常に小さいものである。

このことから製造から 5 年程度のものであれば、多くの PC がライブ配信に使用できると予

想される。今回の検証では行っていないが、PC⑥によりライブ配信を行ったことがあるが、

その際はトラブルなく配信することができている。  

 

（４）接続環境別インターネット速度検証 

 当センターで接続環境を変えて、インターネットに接続し、つながり具合についての検証

を行った。PC①～PC⑤でそれぞれ 10 回ずつ計測し、その平均を求めた。速度測定は USEN

（https://speedtest.gate02.ne.jp/）で測定を行った。結果は以下のとおりである。  

  Download(Mbps) Upload(Mbps) ping 値(ms) jitter 値(ms) 

有線 LAN 123.0  89.4  14.2  0.77  

Wi-Fi 環境 70.5  70.8  24.9  7.15  

LTE ルータ 51.1  17.4  50.4  7.80  

※Ping 値：データをサーバーからダウンロードする際、サーバーに接続するまでにかかる時間  

※Jitter 値：Ping 値のブレ幅（安定性） 

値の振幅 

  Download(Mbps) Upload(Mbps) ping 値(ms) jitter 値(ms) 

有線 LAN 90.4～162.1  53.4～140.6  12.0～ 17.0  0.30～  2.28  

Wi-Fi 環境 33.0～ 93.2  56.1～ 94.3  15.0～ 99.4  0.28～ 75.48  

LTE ルータ 14.1～ 68.0  4.5～ 23.6  37.0～ 60.0  0.77～ 35.48  

参考 URL：https://www.gaming-nerd.jp/fps-net-details/ 

 

  

https://www.gaming-nerd.jp/fps-net-details/
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（5）YouTube Live 配信テスト 

PC①～⑤の５台で同時にライブ配信した結果、有線 LAN では 30 分間 5 台すべてが配信

出来た。Wi-Fi 環境では PC④が 5 分で停止した。これは ping 値や jitter 値からみて、通信

が不安定になったため、接続が解除されたのではないかと思われる。  

LTE ルータの場合、事前の検証から、10Mbps では無理と思われたため、ビットレートを

落として配信することとし、ビットレート 2500kbps、解像度 1280×720、20fps で配信を行

った。結果、PC①のみでは通信できたが、PC②の通信を開始すると、通信が途切れ途切れに

なった。 

 

 

→  

 

４．検証結果のまとめ 

 理想としては光回線に１Gbps の有線 LAN で接続することが望ましい。Wi-Fi 環境の場合は

基幹の配線が１Gbps で接続されていれば、十分使用できる。ただし、Wi-Fi の場合、ほかに回

線を使用している機器があると、通信が不安定になりやすいので、事前に Wi-Fi の使用につい

て制限をかけるなど対策が必要である。また回線使用の有無にかかわらず、近くに無線機器が

あると電波干渉を受けて、通信に影響が出ることもあるので注意が必要である。 

 LTE ルータ（モバイルルータ）は通信速度が低いため、配信を行う際はビットレート、解像

度、fps 値の設定に注意が必要である。参考までに当センターで過去に行ったライブ配信では

ビットレート 2500kbps、解像度 1280×720、30fps でもプレゼンテーション画面の視聴であれ

ば問題はなかった。動きのない映像の場合、fps 値を 10～20fps に落としても問題はあまりな

い。 
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 オンライン研修の方法 

 

１．オンライン研修とは 

オンライン研修とはインターネット回線で会場と会場外の研修者の居場所をつないで、

研修会場に行くことなく学ぶことができる研修です。研修者は手元のテキストや PC等の

画面を確認しながら研修を行います。自宅や勤務先などの PC等で受講することができま

す。 

 

２．オンライン研修の種類 

 ここではオンラインで研修の種類を以下の３つに分類します。 

（１）オンデマンド型 

 動画をあらかじめサーバにアップロードしておき、受講者が視聴したいときに視聴

できるようにした方法です。YouTubeなどの動画配信がこの形式です。 

（２）ライブ配信型 

 研修会場の模様を生中継する方式。YouTube ライブなどがこれにあたります。動画

視聴とほぼ同様の操作性のため、研修者側の受講準備は容易です。その反面、研修が講

師から研修者への一方通行になってしまいます。 

（３）Web会議システム型 

双方向のやり取りができるWeb会議システムを使った研修の進め方です。Web会議

システムの利用は近年在宅勤務の増加に伴い、急速に普及しています。研修で利用する

場合は講師の話を聞くだけではなく、ディスカッションやグループワークなどを行う

ことで、研修効果を高めることができます。Zoom や Webex、Teams など多くのシス

テムが利用されています。研修者は事前に PC にマイクやスピーカー（またはヘッドホ

ン）などを取り付けて使える状態にしなければならないなど、研修者側の負担が大きく

なることがあります。 

 

（１）、（２）のような YouTubeを用いたオンデマンド型やライブ配信型で実施する場

合、主催者側は YouTubeのアカウントを取得すれば、無料で実施できます。視聴の対象

者を限定する設定もできます。また、ライブ配信の場合にはチャット機能を使って研修者

側から講師や主催者側に質問などをすることもできますので、疑似的ではありますが、双

方向のやり取りが可能です。ただし、チャット機能を利用する場合には、研修者も

YouTube のアカウントを取得しておく必要がありますので、その点は研修者側の負担が

増えます。YouTube は動画、ライブ配信ともに配信する映像の解像度を調節することが

できますが、解像度を高めると情報量が多くなるので、配信の際には通信の環境を事前に

確認して行う必要があります。 
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 （３）のようなWeb会議システムを使った研修は近年多く取り入れられています。主

催者側は事前に研修の規模に合わせて有料のアカウントを取得する必要があります。研

修者側にとっては一方通行の研修であれば、比較的容易に参加することができますが、双

方向のやり取りを行う研修の場合には事前にカメラやマイクなどの機材を準備する必要

があるため、研修者側に PCの操作について、ある程度のスキルが求められます。 

 

３．オンライン研修を進めるにあたっての手続き 

 オンライン研修の主催には、利用する配信方法に応じたアカウントの取得や費用がか

かることは先に述べたとおりですが、そのほかにも規則や出演者の許諾をとるなど留意

すべきことがあります。 

（１）情報発信に関する自治体規定の確認 

 ネットワークを通じた情報の発信を行う場合、各自治体において「情報発信に関する

ガイドライン」の有無を確認しましょう。申請・承認が必要である場合もありますので、

主管担当へ確認をする必要があります。 

（２）講師等出演者の承諾を得ること 

 初めからオンラインで開催を企画して講師に依頼している場合については依頼の際

に許諾をとれば問題ありません。しかし、急遽オンラインで配信に変更になった（また

は配信を追加した）場合は、改めてその旨出演者の了解をとる必要があります（著作権、

肖像権）ので、忘れないように気を付けなければなりません。また、ライブ配信やWeb

会議などの模様を録画し、後日視聴可能な状態にする場合についてもその旨をあらか

じめ出演者の了解を取っておくべきです。承諾書を作成して記入してもらうなどして

記録に残しておきましょう。 

 

４．オンライン配信を行う際のネットワーク環境 

 オンライン配信を行う際は途中で切断されることのないよう、主催側の通信環境が安

定した状態を維持できなければなりません。そのためには光回線と有線 LAN でつながっ

た環境が理想的です。 

Wi-Fiによる無線 LAN環境は周辺の電波環境により、通信が遅くなったり、途切れた

りすることがありますので、事前に調査しておく必要があります。ほかに Wi-Fi にを利

用する端末があるか、Bluetoothなどの電波を出す機材を使用していると電波の干渉によ

り通信状態に影響を及ぼすことがあります。 

LTE ルータ（ポケット Wi-Fi など）はもともと通信量が多くないため、発信側として

は送信するデータ量を減らす方法を考えるなど、気を付けなければなりません。 

通信回線のデータ転送量は、場所（地域）・時間帯によっても大きく変化することがあ

るので、事前に回線の混雑具合を把握しておく必要があります。 
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５．オンライン配信に使用する機材について 

 ここでは、ライブ配信やWeb会議システムによる双方向型研修の際を例に使用する機

材について説明します。 

（１）カメラ 

〇Webカメラ 

最近はWebカメラという、USB端子で PC に接続するカメラが多数出ています。受

講者側はそれが 1台あれば（または PCなどの端末の内蔵カメラ）充分ですが、主催側

は研修の内容、規模によっては複数あったほうがいい場合もあります。Web カメラは

USB端子につなぐだけで使えるのはいいのですが、Webカメラの多くは表示の画角が

固定（ズームできない）であったり、途中でパンニング（カメラの向きをかえる）操作

をすることができないなど不便なこともあります。 

Webカメラが PCに接続するだけで使えるのはUVC（USB Video Class）という規

格に基づいて作られているためです。この規格に対応した機材であれば、USB 端子に

接続するだけで、映像と音声を PCに取り込むことができます。 

〇ビデオカメラ 

家庭用ビデオカメラは USB 端子がついているものが多くありますが、この USB 端

子は録画したデータを PC に転送する場合にしか使えません。PC に接続して Web カ

メラの代わりとして使う機能はありません。（令和 4年 1月現在）ただし、HDMI端子

がついているビデオカメラであればキャプチャー装置やスイッチャー・ビデオミキサ

ー（後述）を通して接続することでWebカメラのように使用することができます。 

〇デジタルカメラ（デジタル一眼レフカメラ） 

 最近のデジタルカメラの中には「Vlog 撮影対応」と表記したカメラがあります。こ

れは Web カメラと同じ UVC 規格に対応しているか、または PC 接続用のソフトウェ

アが付属したカメラのことです。このカメラであれば、直接 PCに接続して使用するこ

とができます。また、HDMI端子がついていれば、ビデオカメラと同様、キャプチャー

装置などを通して接続することもできます。 

※HDMI端子について 

 HDMI端子には出力端子と入力端子があり、形はどちらも同じです（miniやmicro

という小型の形状もあります）。カメラについている端子は HDMI 出力端子です。

HDMI OUT と表記している場合もありますが大半は HDMI としか表記されていま

せん。同様に PC やビデオデッキ、ビデオプレーヤーのHDMI端子もHDMI出力端

子です。したがって、ビデオカメラと PC やビデオデッキを HDMI ケーブルで接続

しても、カメラの映像を PCへ取り込んだり、ビデオデッキで録画したりすることは

できません。 

 ビデオカメラやデジタルカメラを使う利点は画角や明るさ、ピントなどが細かく調整

することができる点です。 
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（２）キャプチャー装置、ビデオスイッチャー（ビデオミキサー） 

キャプチャー装置とはHDMI端子などからの映像をPCに取り込むための装置です。

様々なものがありますが、価格が安価なもの（980円からある）は HDMI映像をUVC

規格の映像として PCに取り込むものもあり、これがあれば、現在手持ちのビデオカメ

ラやデジタルカメラを使用することができ、安価に機材を準備できます。USB 2.0 の

タイプとUSB 3.0のタイプがありますが、配信に使う解像度であれば、USB 2.0のタ

イプでも十分（1920×1080，30pまで）です。 

ビデオスイッチャー（ビデオミキサー）は 2台以上のカメラを主にHDMI端子接続

し、映像をスイッチ操作で切り替える装置です。切り替えた映像は HDMI端子から出

力するほかに USB 端子から UVC 規格の映像として PC に送ることができるものもあ

ります。ビデオスイッチャーとビデオミキサーの違いは厳密にはありませんが、ビデオ

ミキサーは音声のミキシング機能が付いたスイッチャーという程度の認識で構いませ

ん。 

（３）オーディオミキサー（オーディオインターフェース） 

 複数のマイクなどの音のバランスをとったり、音声の ON/OFFをするために使用し

ます。PC に音声を取り込むためには USB 端子のついたものを使用します。オーディ

オインターフェースとは音を PCに取り込むだけの装置と考えて構いません。会場に参

集して行われている催しを同時にライブ配信する、などといった場合にはそれなりの

機能を備えたミキサーが必要になりますが、マイク１、２本程度の音声を送るためであ

れば、安価な（１万３千円程度から）ミキサーでも十分です。 

（４）配信ソフト（ストリーミングエンコーダー） 

 Web会議システム（Zoomなど）は専用のソフトをインストールして使用します（ま

たはブラウザを使用します）。YouTubeライブなどのライブ配信の場合には動画をそれ

ぞれの配信方式に変換（エンコード）する必要があります。これは「OBS」というフリ

ーソフトが多く利用されており、このソフトを使えば多くの配信方法に対応できます。 

 OBS（Open Broadcaster Software）はエンコードだけではなく、スイッチャーとし

ての機能（クロマキーや字幕表示などを含む）や録画の機能、あるいはUSBカメラ出

力機能も備えています。そのため、例えばビデオカメラ２台を 980 円のキャプチャー

装置 2 個を使って PC に接続して、OBS でカメラ映像を切り替えながら配信、といっ

た使い方もできますので、ビデオスイッチャーがなくても複数カメラを使った高度な

配信をすることができます。ただし、その場合はある程度高い性能の PC が必要になり

ます。USB出力機能を使えば、ZoomなどのWeb会議システムでカメラの代わりとし

て使用して、字幕入りの映像などを配信することもできます。 

（５）映像ケーブル 

 カメラとキャプチャー装置などの間は HDMI ケーブルでつなぐことが基本ですが、

HDMI ケーブルは太くて取り回しが難しい難点があります。また、５ｍ以上の長さの
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ケーブルは品質が良いものでなければ、使用する機材によっては映らない、といったト

ラブルも多く発生します（経験上）。※HDMIの規格上は距離の制限はありません。 

 業務用の映像伝送方式に SDIという規格があります。これはHDMIと同様にデジタ

ル信号を伝送する規格ですが、HDMI のケーブルと異なり、アンテナ線に用いられて

いるような同軸ケーブルを使用しています。またケーブルを敷設したり撤去したりし

やすいように柔らかく、細めのタイプのケーブルもあるので長距離（20mや50mなど）

配線する場合は取り回しが楽になります。HDMI信号と SDI信号の変換機（コンバー

ター）を介して途中の配線を SDI ケーブルにすると大きな会場でのカメラ設置の際に

便利です。 

 

例：SDI ケーブルを途中に使用する場合 

また、業務用のカメラやビデオスイッチャー（ビデオミキサー）であれば、本体に SDI

端子がついた機種もあります（機材の値段は高い）。 

 

６．機材設営参考例 

（１）基本（接続例①） 

講師が遠隔地から講演をする場合などの使用例。参加者の様子を講師に伝えるため

のカメラと、司会進行や質疑のためのマイクを使用。 

 

接続例① 

（２）発展例（接続例②） 

 ホールで行っている講演の模様を配信する場合などの例。講師の様子やプレゼン映

像、会場の様子などを配信するための複数カメラと、映像を切り替えるスイッチャーを

使用。マイクは講師や司会、質疑などの音声の収録に使用。 
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接続例② 

 

【参考】送信データ量の目安 

 生涯学習推進センターで測定したデータ 

（１）配信方法によるデータ量の違い 

YouTubeライブ配信 6Mbps～10Mbps 

※エンコーダの設定により変化、さらに低データ、高データにすることも可能 

Zoom配信  1Mbps程度（解像度 640×360） 

（２）各通信回線ごとのUpload（送信）通信速度（帯域幅） 

有線 LAN（光回線） Upload 90Mbps 

無線 LAN（光回線） Upload 70Mbps 

LTEルータ  Upload 15Mbps 

※それぞれの通信回線の通信速度は地域や時間帯によって大きく変化する。 

【補足】 

画面解像度 

HD、ハイビジョン 1280×720ドット 

Full HD、フルハイビジョン 1920×1080ドット 

ｐ（プログレッシブ） ｉ（インターレース）違いは省略 

例 1080pと表記されていれば、フルハイビジョン、プログレッシブ方式とみる 

フレームレート 

30fps（30 Frame Per Second）1秒間に 30コマの映像が送られる 

例 1080p、30fpsのように表記 

SDI（Serial Digital Interface） 

デジタル映像とデジタル音声を BNCコネクタと同軸ケーブル 1本で伝送できる。主と

して業務用ビデオ機器に採用される。 
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OBS Ver.27.1.3 版 

１．OBS Studio とは 

 ビデオ録画と生配信を行うことができるオープンソース

のソフトウェアです。プラグインを開発するための環境が

整っており，様々な機能を追加することができます。（以下

OBS と表記） 

OBS サイト URL:https://obsproject.com/ja 

OBS の特徴 

・リアルタイムでの映像や音声の取り込み，合成が可能。 

・シーンと呼ばれる，映像や音声の組み合わせをあらか

じめ設定しておき，クリック一つでシームレスに切り替えることができる。 

・リアルタイムの映像だけではなく，PC 内に保存されている動画や写真，音楽などのコンテンツも

シーンに登録し，出力することができる。 

・Windows，Mac，Linux と主要な OS で動作するクロスプラットフォーム環境に対応。 

 

２．OBS の利用法 

OBS の使用方法としては以下のような使い方ができます。 

（１）Live配信を行う 

 OBS Studio の本来の使い方です。多様なサイトに簡単に対応できるよう、あらかじめ設定が内蔵

されてます。 

（２）番組収録 

 複数のカメラを切り替えながら，映像を PC に録画します。 
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（３）Web会議システムで USBカメラの代わりに使用する（仮想カメラ） 

 Web 会議システムではノートパソコンの内蔵カメラや Web カメラ（USB カメラ）の映像を送

信するようになっていますが、OBS Studio で切り替えた映像を内蔵カメラの代わりに使用するこ

とができます。 

（４）ローカルエリア内の別室に動画を配信する。 

 例えば、講演会を実施した際に会場に参加者を収容しきれないときなど、別室で会場の講演の

様子を視聴してもらうこともできます。ただし、この場合は、研修室などの視聴用ソフトとして

VLC media player などのネットワーク対応プレーヤーや NDI Studio Monitor（要 obs-ndi Plug in）

などが必要になります。 
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３．使用するソフトウェア 

 このマニュアルでは以下のソフトウェアを使用します。下記で紹介しているソフトウェアはいず

れも無料のソフトウェアです。 

・OBS Studio（https://obsproject.com/ja/download） 

・obs-ndi（https://github.com/Palakis/obs-ndi/releases） 

OBS Studio で NDI（Network Device Interface）を使用するためのプラグインソフトウェア 

・NDI Tools(https://www.ndi.tv/tools/) 

NDI Tools は NewTek 社の配布する無料ソフト。NDI Tools にはいくつかのソフトウェアが入

っているが、そのうちの NDI Studio Monitor を使用する。これは、NDI で送信された映像をモ

ニターするソフトウェア。ダウンロードには、メールアドレス等を入力する必要がある。 

※NDI（Network Device interface）とは、米国 NewTek 社によって開発された IP 伝送方式の一

つ。 

・VLC media player（https://www.videolan.org/vlc/download-windows.ja.html） 

マルチメディアプレイヤーソフトウェア。多くの形式の動画ファイルに対応している動画視聴

用ソフト。動画ファイルの再生だけではなく、ネットワークストリーム配信の受信にも使用で

きる。 

※VLC は Video LAN Client の略。 
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４．使用する機材 

 OBS を使用するためには以下の機材が必要です。 

（１）PC 

CPU Intel i5 または同等以上、メモリ 8GB 以上、ストレージは SSD を推奨 

（２）カメラ・キャプチャ装置 

カメラは Web カメラのように USB 端子に接続するだけで使えるタイプのものもあります。た

だし、多くの Web カメラはズーム機能や向きを変えるなどができませんので、必要に応じてそれ

らの機能がついているカメラを使う必要があります。HDMI 端子のついたビデオカメラやデジタ

ルカメラを下のようなキャプチャー装置を使って接続する方法もあります。 

映像入力装置（HDMI 映像出力を USB 経由で PC に取り込む装置） 

      
ビデオキャプチャーの例 

（３）オーディオインターフェース 

マイクなどの音声を別途入力するために使用します。PC と USB ケーブルで接続すると、プラ

グインで使用できるものもあります。マイクの本数が多ければ、大型のミキサー一体型のものを

使うこともあります。 

     

オーディオインターフェース    ミキサー一体型 

（４）その他 

ビデオキャプチャーやオーディオインターフェースの代わりに、映像と音声を同時に PC に取り

込むビデオミキサーやビデオスイッチャーといった装置もあります。 

   

スイッチャー           ビデオミキサー 
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５．基本的な使い方 

（１）OBSの画面基本構成 

 OBS の基本的な画面は下図のようになっています。画面の配置は自由に変更できます。基本

操作として、シーン、ソース、音声ミキサーの使い方について以下で説明します。 

  

 

（２）シーンの設定 

①シーンとソースの関係 

 シーンとは映像を画面にどのように

表示するかのレイアウトを作成したも

のです。例えば右図のように、2 つ以上

の映像（ソース）を組み合わせた配置

を記憶することができます。シーンに

は音声の大きさも記憶させることがで

きます。 

 ソースとは映像や音声など個々の素

材のことです。キャプチャ装置を使っ

てカメラの映像を取り込んだり、PC 内に保存されている写真や動画、PC の特定のウィンドウな

ど様々なメディアをソースとして使用したりすることができます。 

プレビュー画面 

シーン ソース 
音声 

ミキサー 
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② シーンの設定 

（ア）シーンの追加 

［シーン］左下の＋をクリック、［シーンの追加］でシーン名を入力。（シーン名はつけ

なくてもよい） 

 

 

 

 

（イ）ソースの追加 

 各シーンに表示するコンテンツを指定する。左下の＋をクリック、ソースを選択する。 

・・写真 

・・動画ファイルや音楽ファイル 

・・USB カメラなどからリアルタイムで取り込んでいる映像など 

でソース名を入力。（ソース名はつけなくてもよい） 

 ファイルを指定する。 

※一つのシーンに複数のソースを配置することもできる。 

 

（一つのシーンに画像と動画を組み合わせたもの） 

③音声の設定 

（ア）音声ミキサー 

 OBS をはじめに開いたとき、音声ミキサーには「デスクトップ音声」と「マイク」が表

示されます。 
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デスクトップ音声・・PC の警告音などの音声 

マイク・・PC に入力される音声。はじめは「既定」という設定になっていて、Windows

の場合、PC の［設定］－［サウンド］の［入力デバイス］で指定された音声機

器の音声が入力されています。ノート PC の場合、「内臓マイク」になっている

ことが多いです。（「マイク」は「音声入力」と読み替えた方が分かりやすいです。） 

 

 シーンの設定を行うと、音声入力があるソースの場合「メディアソース」という音声が

表示されます。 

 

  いずれの音声の場合も黄色から赤に変わる境目の音量を最大とするように設定します。

これを超えると、音割れすることがあります。 

（イ）オーディオの詳細プロパティ 

音声を手元の PC で出力するか、送り先の PC で出力するかを設定します。 

 のアイコンをクリックして［オーディオの詳細プロパティ］をクリックすると 

 

それぞれの音の処理の仕方を選択できます。 

・モニターオフ・・PC のサウンド出力から音が出ないようにする。 

・モニターのみ・・OBS の映像出力に音声を出力させない。 

・モニターと出力・・PC のサウンド出力と OBS 映像出力両方に音声を出力する 

の３つから選択できます。 
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６．用途別の使い方 

 ここでは、それぞれの用途に応じた使用方法と設定方法について説明します。 

（１）Live配信を行う 

YouTube を使った Live 配信の方法について説明します。Live 配信は①配信スケジュールの作成

②URL を視聴者に知らせる③配信を開始という手順で進めます。 

①配信の作成 

Live 配信を行うためには、はじめに Live 配信の設定（スケジュール）を作成します。設定の

方法は２通りあります。１つめは、YouTube 上の自分のチャンネルから［ライブ配信を開始］

－YouTubeStudio の管理画面から「ライブ配信をスケジュール設定」でスケジュールする方法、

２つめは、OBS から YouTube のサイトにアクセスして配信を作成する方法があります。ここ

では２つめの OBS から設定する方法について説明します。 

（ア）YouTube アカウントへログイン 

 ［コントロール］から「設定」をクリックします。 

 

設定の画面左側の［配信］の設定画面は下のようになっています。「アカウント接続（推

奨）」をクリックします。 

※この機能は OBS Ver.27 から実装された機能です。Ver.26 以前は「ストリームキーを使

用する」を使用していました。 

 

クリックすると、YouTube でユーザー認証を行うようメッセージが出て、ブラウザで

YouTube のログイン画面が開きます。 
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ブラウザでログインすると下のようなメッセージが表示されますので、「Continue」をク

リックします。 

 

「認証に成功しました。」と表示されたらブラウザを閉じて OBS へもどります。 

 

OBS の画面上で接続されたアカウント名を確認して、［OK］をクリックします。 

 

 

 

（イ）配信の作成（スケジュールの作成） 

 OBS の［コントロール］から「配信の管理」をクリックします。 

 

 ［新しい配信を作成］の画面は以下のようになっています。 
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 最低限、「タイトル」「プライバシー」「子供向けかどうか」の 3 つの項目を設定します。 

プライバシーの設定について 

［公開］・［限定公開］・［非公開］のうちから選択できる。

公開は YouTube のサイトにアクセスしたすべての人が見

ることができる状態、限定公開は動画（ライブ配信）の URL

を知っている人だけが見ることができる状態、非公開は同

じアカウントでアクセスした人のみが見ることができる状態の３つから選択する。 

ライブ配信による講演を行うような場合は通常、限定公開とする。 

 設定したら、すぐ配信する場合は「配信を作成して配信開始」をクリックしますが、配

信を「限定公開」にしている場合は視聴者に URL を知らせてから配信しますので、「配信

を作成」をクリックします。 

  

 

 

「配信を作成」をクリックすると、YouTube の自分のチャンネルの［コンテンツ］－［ラ

イブ配信］の欄に作成した配信が登録されます。 

 

②ライブ配信の URL を視聴者に知らせる 

 ブラウザで YouTube の自分のチャンネルを開き、［コンテンツ］－［ライブ配信］から「配

信の作成」で設定した配信をクリックします。「動画の詳細」の右側に動画リンク（URL）が表

示されていますので、その URL を事前に視聴する人に知らせます。 
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これで当日視聴する人がリンクを開くと、YouTube 上でライブ配信を視聴することができます。 

  



資料４：ＯＢＳマニュアル 

52 

③ライブ配信の開始・終了 

 配信を開始する場合は「配信の管理」をクリック、「既存の配信を選択」タブを開きます。 

 

事前に作成していた配信から、該当の配信を選択し、「配信を選択して配信を開始」をクリック

すると配信が始まります。 

 

または「配信を選択」を選択すると、 

 

と表示され、しばらくすると OBS の画面に戻ります。あとは準備ができたら「配信開始」をク

リックすると配信が開始されます。 

配信中は OBS のウィンドウ右下に配信状態が表示されます。緑の四角は通信状態が良好で、

コマ落ちしていない状態を表しています。 

 

コマ落ちが生じるとオレンジの表示が現れます。頻繁に表示されるような場合は動画を視聴し

ていても途中で止まったりすることがありますが、時々であれば問題ありません。なお、数秒

配信できない状態が続くと赤い表示になり、そのまま２０秒ほど経過すると配信が自動で停止

してしまいます。 

→  

配信を停止する場合は 

 

をクリックします。一度停止してしまうと、新たに「配信の管理」から「新しい配信を作成」

を行うまで配信ができません。配信はその都度、URL が変わるので、一度停止してしまうと、

二度と同じURLで配信できなくなってしまいます。間違って停止しないように注意が必要です。 
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（２）番組収録 

 ［設定］－［出力］の中の［出力モード］が基本の場合、 

 

 ファイルの保存先を指定し、録画フォーマットを「mp4」にします。 

［コントロール］－「録画開始」で録画をスタートし、「録画停止」で録画が終了します。 

 

（３）Web会議システムで USBカメラの代わりに使用する（仮想カメラ） 

Zoom へ映像を送る方法について説明します。 

（ア）OBS の操作 

 ［コントロール］から「仮想カメラ開始」をクリックします。 

（イ）Zoom の操作 

 「カメラを選択」から OBS-Camera を選択すれば，OBS 上で切り替えた映像が送信されま

す。 
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（４）ローカルエリア（LAN）内の別室に動画を配信する。 

①LAN の通信速度が速い場合（1Gbps の場合） 

 映像を NDI Studio Monitor で送る場合について説明します。 

（ア）OBS の設定 

 OBS-NDIプラグインがインストールされていると、［ツール］内に「NDI Output Settings」

が表示されるので、これを選択します。 

 

「Main Output」にチェックを入れ、Main Output name を入力する。次回以降 OBS を起

動した場合、常にこの設定で NDI 出力され続けます。 

※OBS の設定を変更する場合、この設定がされたままだと、変更できない設定もあるた

め、その場合はチェックを外す必要がありますので、注意してください。 

（イ）受信 PC の操作 

 受信には「NDI Studio Monitor」というソフトウェアを使用します。 

   

 OBS で設定した Output name を選択し、数秒待つと映像が表示されます。 

 

なお、LAN の通信状況や使用する機材により異なりますが、映像に遅延が生じます。

実際に使用した際には、0.1～0.2 秒程度遅延が発生しました。 
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②LAN の通信速度が遅い場合（100Mbps の場合） 

 LAN の速度が遅い、または、ネットワークが混雑しているときは、①の Studio Monitor では

映像が途切れたり、カクカクすることがあります。そのような場合の対応方法として、映像を

録画保存しながら、「追っかけ再生」する方法があります。ここでは、受信側 PC で VLC media 

player（以下、VLC プレーヤー）を使用します。 

（ア）PC の設定 

(a) 固定 IP アドレスの設定 

 配信側の PC（OBS を使う PC）は IP アドレスを固定して使用しなければなりませ

ん。 

 以下の説明において、IP アドレスを［192.168.2.33］と設定した前提で説明します。 

 

(b) 共有フォルダの設定 

 外部からアクセス可能な共有フォルダを作成、外部から接続するユーザを指定し

ます。ここでは D:\douga を共有フォルダとして指定しています。 

 

 

（イ）OBS の設定 

［設定］－［出力モード］を「詳細」にします。 

［出力］－［録画］を以下のように設定します。（配信ではありません） 

・種別：カスタム出力 

・FFmpeg の出力の種類：ファイルに出力 

・ファイルパスまたは URL：設定した共有フォルダにする 
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・コンテナフォーマットは mpegts 

 

あとは標準のままで構いません。［OK］をクリックします。あとは［録画開始］ボタ

ンでスタートします。 

 

（ウ）VLC プレーヤーで視聴する（追っかけ再生） 

受信側 PC で VLC プレーヤーを開きます。 

 

［メディア］から「複数のファイルを開く」を選びます。このとき、「ファイルを開く」

は選ばないでください。 
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［追加］を選び、目的のファイルを選択します。選択したら、左下の「詳細設定オプシ

ョンの表示」にチェックを入れます。 

 

詳細設定オプションの項目にキャッシュという欄があります。初めは 1000ms（ミリ秒、

1000 ミリ秒は１秒）と表示されています。これは、ファイルを 1000ms 分読み込んでか

ら再生を始めるという設定です。ネットワークを通じてファイルを読み込む場合、ネッ

トワークの状態により、ファイルの読み込みに時間がかかる場合があります。それを見

込んで、あらかじめ一定のデータ量を読み込んでから再生することで、動画が途切れな

いようにするための設定です。この値を増やすことで映像の途切れを軽減できます。目

安としては 30000ms（30 秒）ほどに設定しておけば、大抵の場合対処できます。キャッ

シュを設定したら［再生］をクリックすると動画が開始されます。ただし、キャッシュ
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の値が大きいほど、再生をクリックした後、実際に再生が始まるまで時間がかかります。 

OBS の録画開始から VLC プレーヤーでファ

イルを開くまでの時間差と VLC プレーヤーで

設定したキャッシュの分、映像は遅れて再生さ

れます。例えば OBS の録画開始から VLC プレ

ーヤーの［再生］クリックまでの時間差が 30

秒、VLC プレーヤーのキャッシュ設定が 20 秒

だった場合、実際よりも 50 秒遅れた映像が再

生されることになります。運用上 OBS の録画

開始から VLC プレーヤーの［再生］クリックまでの時間差を 30 秒以上、VLC プレーヤ

ーのキャッシュ設定を 30000ms（30 秒）程度にすると良いでしょう。 
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